
国基本指針に基づく成果目標及び活動指標一覧

No.
事項

No.
事項 指標名 指標区分 指標内容・考え方 単位 R11目標値 主体

現

掲載

次期

掲載

1 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 地域生活移行者数 成果目標
令和7年度末施設入所者数の6%以上（令和8年度末未達成割

合を加算）
人 18 市町村 ○ ○

2 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 施設入所者削減数 成果目標
令和7年度末施設入所者数から5%以上削減（令和8年度末未

達成割合を加算）
人 15 市町村

3 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 地域生活への移行支援 活動指標
障害者支援施設の地域移行等意向確認担当者による、地域生

活への移行に向けた入所者全員への支援の回数
回 1 市町村・施設 ○

4 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 施設入所支援_真に必要な資料者数 活動指標
令和7年度末施設入所者数を基礎に、地域生活移行者数控除

後、真に必要な利用者数を見込む。
人 294 市町村

5 1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 施設入所支援_取組状況 活動指標

あわせて居室の個室化・ユニット化、日中活動と住まいの場

の分離等の取組状況（施設数、割合の推移等）把握と今後の

個室化等の見込みを設定することが望ましい。

施設 市町村

6 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床から退院後1年以内の地域平均生活日数 成果目標 319.3日以上 日 市町村・都道府県

7 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床における1年以上長期入院患者数_65歳以上 成果目標 別表第四の算式に基づき設定 人 市町村・都道府県

8 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床における1年以上長期入院患者数_65歳未満 成果目標 別表第四の算式に基づき設定 人 市町村・都道府県

9 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床における1年以上長期入院患者数_75歳以上 成果目標 別表第四の算式に基づき設定 人 市町村・都道府県

10 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床における1年以上長期入院患者数_40歳以上認知症 成果目標 別表第四の算式に基づき設定 人 市町村・都道府県

11 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床からの退院後90日時点の再入院率 成果目標 10.3%以下 % 市町村・都道府県

12 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床からの退院後180日時点の再入院率 成果目標 17.4%以下 % 市町村・都道府県

13 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床からの退院後365日時点の再入院率 成果目標 25.7%以下 % 市町村・都道府県

14 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 心のサポーター養成数 成果目標
令和15年までに100万人となるように都道府県の障害人口を

勘案し設定
人 市町村・都道府県

15 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 住民のこころの状態の指標 成果目標 国指標の考え方を踏まえ設定 任意指標 市町村・都道府県

16 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 活動指標
市町村ごとの重層的連携による支援体制構築のために必要

な、協議の場の年間開催回数の見込み
回 3 市町村 ○ ○

17 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 活動指標
保健、医療、福祉、介護、当事者及び家族等の関係者ごとの

参加者数の見込み（医療は精神科/精神科以外別）
人 10 市町村 ○

18 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び活

動状況の把握・評価
活動指標

都道府県・圏域・市町村ごとの協議の場における目標設定、

活動状況把握・評価の見込み
実施 実施 都道府県・市町村 ○

19 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 心のサポーター養成研修実施回数 活動指標 心のサポーター養成研修の年間実施回数の見込み 回 都道府県・市町村

20 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神保健福祉相談員講習会等の実施回数 活動指標 精神保健福祉に関する研修の実施回数の見込み 回 2 都道府県・市町村 ○

21 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の地域移行支援 活動指標
現利用者数、ニーズ、入院中の精神障害者の地域移行支援利

用見込み等を勘案した利用者数見込み
人 24 市町村 ○

22 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の地域定着支援 活動指標
現利用者数、ニーズ、地域生活移行後の利用見込み等を勘案

した利用者数見込み
人 6 市町村 ○

23 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の共同生活援助 活動指標
現利用者数、ニーズ、地域生活移行後の利用見込み等を勘案

した利用者数見込み
人 254 市町村 ○

24 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の自立生活援助 活動指標
現利用者数、ニーズ、地域生活移行後の利用見込み等を勘案

した利用者数見込み
人 11 市町村 ○

25 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の自立訓練（生活訓練） 活動指標
現利用者数、ニーズ、地域生活移行後の利用見込み等を勘案

した利用者数見込み
人 120 市町村 ○

26 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神障害者の短期入所 活動指標
現利用者数、ニーズ、地域生活移行後の利用見込み等を勘案

した利用者数見込み
人 8 市町村 ○

27 2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 精神病床における退院患者の退院後の行き先 活動指標 退院後の行き先別の退院患者数の見込み 人 都道府県

資料５－１
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28 3 福祉施設から一般就労への移行等 福祉施設利用者の一般就労移行者数（合計） 成果目標 令和6年度実績の1.31倍以上 人 73 市町村・都道府県 ○

29 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労移行支援利用者の一般就労移行者数 成果目標 令和6年度実績の1.14倍以上 人 39 市町村・都道府県 ○

30 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労継続支援A型利用者の一般就労移行者数 成果目標 令和6年度実績の1.52倍以上 人 8 市町村・都道府県 ○

31 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労継続支援B型利用者の一般就労移行者数 成果目標 令和6年度実績の1.67倍以上 人 6 市町村・都道府県 ○

32 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労移行支援事業所数 成果目標
就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者

の割合が５割以上の事業所を５割以上
% 50 市町村・都道府県 ○

33 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労定着支援利用者数 成果目標 令和6年度実績の1.47倍以上 人 234 市町村・都道府県 ○

34 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労定着率7割以上の就労定着支援事業所の割合 成果目標 25%以上 % 25 市町村・都道府県 ○

35 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労選択支援事業所数 成果目標 協議会設置圏域ごとに1事業所以上を基本 事業所 6 市町村・都道府県 ○

36 3 福祉施設から一般就労への移行等 就労選択支援利用者数 成果目標 全国82,000人以上を基本に設定 人 40 市町村・都道府県 ○

37 3 福祉施設から一般就労への移行等 協議会（就労支援部会）等の設置 成果目標
地域の就労支援ネットワークの強化、関係機関の連携した支

援体制を構築するため、協議会を活用して推進
設置有無 都道府県

38 3 福祉施設から一般就労への移行等 障害者に対する職業訓練の受講 活動指標
福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、必要な者が職業

訓練を受講できるよう受講者数の見込みを設定
人 都道府県

39 3 福祉施設から一般就労への移行等 一般就労に向けた福祉施設から公共職業安定所への誘導 活動指標
一般就労希望者が公共職業安定所の支援を受けられるよう、

福祉施設から公共職業安定所へ誘導する利用者数の見込み
人 都道府県

40 3 福祉施設から一般就労への移行等 福祉施設から障害者就業・生活支援センターへの誘導 活動指標
就労定着支援事業所が十分でない等、地域の実情に応じて、

障害者就業・生活支援センターへ誘導する利用者数の見込み
人 都道府県

41 3 福祉施設から一般就労への移行等 公共職業安定所における福祉施設利用者の支援 活動指標 公共職業安定所の支援を受けて就職する者の数の見込み 人 都道府県

42 4 障害児支援の提供体制の整備等
児童発達支援センターの中核機能① 高度な専門性に基づく発達支

援・家族支援機能の確保
成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 市町村 ○

43 4 障害児支援の提供体制の整備等
児童発達支援センターの中核機能② 地域の事業所等に対するスー

パーバイズ・コンサルテーション機能の確保
成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 市町村 ○

44 4 障害児支援の提供体制の整備等
児童発達支援センターの中核機能③ 地域のインクルージョン推進の

中核機能の確保
成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 市町村 ○

45 4 障害児支援の提供体制の整備等
児童発達支援センターの中核機能④ 地域の発達支援に関する入口と

しての相談機能の確保
成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 市町村 ○

46 4 障害児支援の提供体制の整備等 インクルージョン推進の協議の場の設置 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 都道府県・市町村 ○

47 4 障害児支援の提供体制の整備等 難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進する計画の策定 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 都道府県・指定都市

48 4 障害児支援の提供体制の整備等 難聴児支援のための中核的機能を果たす体制の確保 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 都道府県・指定都市

49 4 障害児支援の提供体制の整備等 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等の確保 成果目標
令和11年度末までに少なくとも一箇所以上確保することを基

本
箇所 3 市町村 ○

50 4 障害児支援の提供体制の整備等 医療的ケア児等支援のための協議の場の設置 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 都道府県・市町村 ○

51 4 障害児支援の提供体制の整備等 医療的ケア児等コーディネーターの配置 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 人数 都道府県・市町村 ○

52 4 障害児支援の提供体制の整備等 移行調整に係る協議の場の設置 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 都道府県・指定都市

53 4 障害児支援の提供体制の整備等 障害児等及び家族への伴走的な相談支援体制の整備 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本 有無 あり 市町村 ○
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54 4 障害児支援の提供体制の整備等 強度行動障害の状態にある児の支援ニーズ把握と支援体制整備 成果目標 令和11年度末までに体制整備を基本

有無

箇所

人数

都道府県・指定都市

55 4 障害児支援の提供体制の整備等 児童発達支援 活動指標

地域の児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ、重症心身

障害児・医療的ケア児ニーズ、保育所等の受入状況等を勘案

し、利用児童数・量の見込みを設定

人 782 市町村 ○

56 4 障害児支援の提供体制の整備等 放課後等デイサービス 活動指標

児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ、重症心身障害

児・医療的ケア児ニーズ、学校等の受入状況等を勘案し、利

用児童数・量の見込みを設定

人 1799 市町村 ○

57 4 障害児支援の提供体制の整備等 保育所等訪問支援 活動指標
児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ、受入状況等を勘

案し、利用児童数・量の見込みを設定
人 237 市町村 ○

58 4 障害児支援の提供体制の整備等 居宅訪問型児童発達支援 活動指標
児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ等を勘案し、利用

児童数・量の見込みを設定
人 2 市町村 ○

59 4 障害児支援の提供体制の整備等 福祉型障害児入所施設及び医療型障害児入所施設 活動指標
児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ等を勘案し、利用

児童数見込みを設定
人 都道府県

60 4 障害児支援の提供体制の整備等 障害児相談支援 活動指標
児童数推移、利用児童数、障害児等ニーズ等を勘案し、利用

児童数見込みを設定
人 820 市町村 ○

61 4 障害児支援の提供体制の整備等
都道府県における医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディ

ネーターの配置人数
活動指標

医療的ケア児支援センターにおいて必要となる配置人数の見

込み
人 都道府県

62 4 障害児支援の提供体制の整備等
市町村における医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置人数
活動指標

地域の医療的ケア児等のニーズ等を勘案した必要配置人数の

見込み
人 10 市町村 ○

63 5 地域生活支援の充実 地域生活支援拠点等の整備 成果目標 令和11年度末までに整備 箇所 1 市町村 ○

64 5 地域生活支援の充実 地域生活支援拠点等コーディネーター配置数 成果目標 令和11年度末までに配置 人 1 市町村

65 5 地域生活支援の充実 拠点機能を担う事業所担当者配置数 成果目標 令和11年度末までに配置 人 30 市町村

66 5 地域生活支援の充実 地域生活支援拠点等の運用状況検証回数 成果目標 年1回以上 回 1 市町村 ○

67 5 地域生活支援の充実 強度行動障害の状態にある者の支援ニーズ把握・支援体制整備 成果目標 令和11年度末までに体制整備 有無/人数 あり 市町村 ○

68 5 地域生活支援の充実 地域生活支援拠点等 活動指標
設置箇所数、拠点コーディネーター配置人数、各機能が果た

されている状況等の検証・検討実施回数の年間見込み
回 都道府県・市町村

69 5 地域生活支援の充実 自立生活援助 活動指標
現利用者数、家族支援を受けられない障害者数、地域生活移

行者数等を勘案した利用者数見込み
人 市町村

70 5 地域生活支援の充実 共同生活援助 活動指標

現利用者数、障害者ニーズ、地域生活移行者数、一人暮らし

/家庭から入居者数、退所者数等を勘案した利用者数見込

み。重度障害者の個別見込み設定に努める。

人 市町村

71 6 相談支援体制の充実・強化等 基幹相談支援センターの設置 成果目標 全市町村で設置を基本 有無 あり 市町村 ○

72 6 相談支援体制の充実・強化等 都道府県における相談支援の体制整備の取組 活動指標
アドバイザー配置の有無、都道府県が市町村等に対して実施

する相談支援体制研修等の開催回数の見込み
回 都道府県

73 6 相談支援体制の充実・強化等 基幹相談支援センターによる市町村の相談支援体制の強化 活動指標
基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置見

込
人 市町村

74 6 相談支援体制の充実・強化等 基幹相談支援センターによる市町村の相談支援体制の強化 活動指標
基幹相談支援センターによる人材育成支援に参加する相談支

援事業所割合
% 100 市町村 ○

75 6 相談支援体制の充実・強化等 基幹相談支援センターによる市町村の相談支援体制の強化 活動指標 基幹相談支援センターによる協議会の運営への関与の有無 有無 あり 市町村 ○

76 6 相談支援体制の充実・強化等 協議会における個別事例検討を通じた課題解決の取組 活動指標 協議会の実施回数 回 2 市町村 ○

77 6 相談支援体制の充実・強化等 協議会における個別事例検討を通じた課題解決の取組 活動指標 専門部会の設置数 部会 4 市町村 ○

78 6 相談支援体制の充実・強化等 協議会における個別事例検討を通じた課題解決の取組 活動指標 専門部会の実施回数 回 12 市町村 ○
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79 6 相談支援体制の充実・強化等 協議会における個別事例検討を通じた課題解決の取組 活動指標
個別事例の検討を通じて抽出された課題を踏まえ、協議会の

議題とした数
有無/回 4 市町村 ○

80 6 相談支援体制の充実・強化等 のぞまないセルフプラン件数 成果目標 0件を基本 件 市町村

81 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
相談支援専門員向け研修の実施 成果目標 都道府県で実施を基本 有無 都道府県

82 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
サービス管理責任者向け研修の実施 成果目標 都道府県で実施を基本 有無 都道府県

83 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
児童発達支援管理責任者研修の実施 成果目標 都道府県で実施を基本 有無 都道府県

84 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
意思決定支援ガイドライン活用研修の実施 成果目標 都道府県で実施を基本 有無 都道府県

85 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
障害福祉分野のワンストップ窓口設置 成果目標 都道府県で設置を基本 有無 都道府県

86 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
生産性向上等に向けた関係者の連携を図る協議会の設置 成果目標 都道府県で設置を基本 有無 都道府県

87 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標 相談支援専門員（初任者）研修の実施回数・修了者数の見込 回/人 都道府県

88 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標 相談支援専門員（現任者）研修の修了者数の実施回数・見込 回/人 都道府県

89 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標 相談支援専門員（主任）研修の修了者数の実施回数・見込 回/人 都道府県

90 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標

サービス管理責任者（基礎・実践・更新）研修の実施回数・

修了者数の見込
回/人 都道府県

91 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標

児童発達支援管理責任者（基礎・実践・更新）研修の実施回

数・修了者数の見込
回/人 都道府県

92 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
計画的な人材養成の推進 活動指標

意思決定支援ガイドライン等を活用した研修の実施回数・修

了者数の見込
回/人 都道府県

93 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
ワンストップ窓口の活用 活動指標

ワンストップ窓口で障害福祉人材の確保・定着、生産性向上

支援を利用した事業所数の見込
事業所 都道府県

94 7
障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充

実のための生産性向上
福祉・介護職員等処遇改善加算の取得 活動指標 加算取得事業所割合の見込 % 100 都道府県・指定権者 ○

95 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
障害福祉サービス等の質向上のための体制の構築 成果目標 令和11年度末までに体制構築 有無 あり 都道府県・政令市・中核市 ○

96 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
障害福祉サービス等情報公表制度の公表率 成果目標 100%を基本 % 100 都道府県・政令市・中核市 ○

97 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
障害福祉サービス等情報公表制度の更新率 成果目標 100%を基本 % 100 都道府県・政令市・中核市 ○

98 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
障害福祉サービス等に係る研修その他の研修の活用 活動指標

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修等への市

町村職員参加人数の見込み
人 9 市町村 ○

99 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 活動指標

審査結果を分析・活用し、事業所や関係自治体と共有する体

制の有無及び実施回数の見込み
回 1 都道府県・市町村 ○

100 8
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体

制の構築
指導監査結果の関係市町村との共有 活動指標

指導監査結果を関係自治体と共有する体制の有無及び共有回

数の見込み
回 1 都道府県等 ○

101 9 発達障害者等に対する支援 発達障害者地域支援協議会の開催回数 活動指標
地域の支援体制の課題の把握及び対応の検討に必要な開催回

数の見込み
回 都道府県・市町村

102 9 発達障害者等に対する支援 発達障害者支援センターによる相談支援の件数 活動指標
市町村等での対応が困難であり発達障害者支援センターによ

る相談支援が真に必要な相談件数の見込み
件 都道府県・指定都市
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103 9 発達障害者等に対する支援
発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係

機関への助言件数
活動指標

発達障害者支援センター又は発達障害者地域支援マネジャー

の助言件数の見込み
件 都道府県・指定都市

104 9 発達障害者等に対する支援
発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部

機関や地域住民への研修、啓発の件数
活動指標

現状の研修及び啓発状況を勘案した必要な研修、啓発件数の

見込み
件 都道府県・指定都市

105 9 発達障害者等に対する支援
ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラ

ム等の実施者数
活動指標

現状のペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

支援プログラム等の実施状況及び市町村等における発達障害

者等の数を勘案し、プログラムの受講者数（保護者）及びプ

ログラムの実施者数（支援者）の見込みを設定する。

人 200 市町村 ○

106 9 発達障害者等に対する支援 ペアレントメンターの人数 活動指標
現状の養成研修等の実施状況及び発達障害者等の数を勘案し

たペアレントメンターの人数の見込み
人 市町村

107 9 発達障害者等に対する支援 ピアサポートの活動への参加人数 活動指標
現状のピアサポートの活動状況及び市町村等における発達障

害者等の数を勘案した数の見込み
人 市町村

108 10 高次脳機能障害者に対する支援 高次脳機能障害者支援センターの設置箇所数 活動指標 都道府県で実施を基本 件 都道府県

109 10 高次脳機能障害者に対する支援 高次脳機能障害者支援地域協議会の開催回数 活動指標 都道府県で実施を基本 回 都道府県

110 10 高次脳機能障害者に対する支援
高次脳機能障害者支援センターにおける支援コーディネーターの配

置人数
活動指標 都道府県で実施を基本 人 都道府県

111 10 高次脳機能障害者に対する支援 高次脳機能障害者支援センターにおける相談件数 活動指標 都道府県で実施を基本 件 都道府県

112 10 高次脳機能障害者に対する支援
高次脳機能障害者支援センターの外部機関や地域住民への研修、啓

発の件数
活動指標 都道府県で実施を基本 件 都道府県
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